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要旨
　近年、製品の意味は消費者にとって非常に重要な価値となっている。マーケティングやデザインの分野では、意味に関す
る研究が蓄積されているが、意味と技術の関係性に関する研究は多くない。そこで本論文では、どのような技術が意味の改
善に貢献するかを明らかにすることを目的とする。
　本論文は技術と意味、特に意味を形成する審美的印象、記号的解釈、象徴的連想に関する包括的なフレームワークを提示し、
FPD産業のケーススタディと特許データを用いた定量分析を行う。ケーススタディでは、パナソニックが審美的印象を改善するた
めに主に薄型化・狭額縁化に関する技術を、記号的解釈を改善するためにUIに関する技術を開発していることが明らかになっ
た。また、FPDの普及率の上昇に伴って、テクノロジーリサーチからデザインリサーチへ焦点を移行させている可能性が示唆さ
れた。しかし、定量分析の結果、両リサーチをコンカレントに行い、それが競争優位性につながっている可能性が示唆された。
　本論文は、技術により製品の意味を改善している可能性を提示したものであり、今後テクノロジーマネジメント分野で意味研
究が盛んに行われるきっかけとなる可能性が考えられる。
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1. はじめに
　近年技術的なイノベーションとともに、デザインの重
要 性 が 認 識 されて いる (Whalsh, 1996; Rubera and 
Droge, 2012)。多くの研究者がデザインに焦点を当てて
いるが、その定義は流動的である(Verganti, 2008)。例
えば、ユーザーセンタードデザイン(UCD) や (Veryzer 
and Borja de Mozota, 2005; Vredenburg, KIsensee 
and Righi, 2002; Kelley, 2001)、製 品 の 外 観 (Hoegg 
and Alba, 2011; Rubera and Droge, 2012)、製品の意
味 (Dell’Era and Verganti, 2007; Verganti, 2009)など
が挙げられる。UCDはユーザーを深く観察し、ユーザー
自身が気づかなかったニーズを表面化させる手法である。
また、製品の外観に関する研究の多くは企業の売上げ等
のパフォーマンスとの関係に関する研究である(Gemser 
and Leenders, 2001)。さらに、多くの企業はスペックやコ
スト等の合理的価値と同様に、感情や象徴などの非合理
的価値に焦点を当て始めている。そして、その非合理的
価値が製品の意味と定義される(Csikszentmihalyi and 
Rochberg-Halton, 1981; Hirschman, 1982; Verganti, 
2009)。以上のようなデザインの定義に関わらず、それら
の研究の多くが技術とデザインを二項対立的に捉えてお
り、その相互作用に焦点を当てた研究は多くない。
　デザインと技術をどのように統合するかは、新製品開発
(NPD)にとって非常に重要である。デザインはインダスト
リアルデザイン、エンジニアリングデザイン等広くNPDに
関わる。それ故に、本論文はデザインの定義を「デザイン
はものの意味を与える」(Krippendorf, 1989)とし、意味の
創出に関わる活動をデザインと捉える。Verganti (2009)
は同様の定義を用いてデザインドリブンイノベーションを
提案したが、新しい技術が製品の意味自体にどのような
影響を与えるかについて言及していない。
　そこで、本論文はどのような技術が製品の意味に影響
を与えるかを明らかにすることを目的とする。そのために、
技術と意味の関係を示したフレームワークを提案し、フ
ラットパネルディスプレー (FPD)産業のケーススタディと
特許を用いた定量分析によって、その関係性を分析する。

2. 文献レビュー
　Krippendorf 等 (1984) は、製品の文化的性質を改善
するためのツールとして意味論を定義し、消費者がどのよ
うに製品に対して意味を与えるかを研究した。この意味
に関しては、他にも多くの研究者が様々な定義を行って
いる。Paul and Olson (1987) は、意味は製品に対する
消費者の認知的、感情的表現としている。また、意味は
製品の象徴的・文化的側面、消費者の生活のコンテクス
トに依存しており、製品と消費者が相互作用の中で形成

される(McCracken, 1986)。さらに、Solomon(1983) は
製品と消費者の両方向の関係性を提案し、日々の生活の
中で製品がどのように使用されるかについて焦点を当て
た。Mono(1997) は NPDに伝達モデル (Shannon, 1948)
を適用し、製品を消費者に対するメッセージの伝達者と
して捉え、メッセージを受け取った消費者がそれを解釈
し、意味を製品に与えるとした。そのため、意味の形成
には製造者だけでなく、消費者が非常に大きな役割を果
たす(Hirschman, 1982)。よって、マーケティング領域等
では、多くの研究者が製品の意味と消費者の行動に関す
る研究が行われてきた。Levy(1959)は “ 消費者が、製品
が何をできるかではなく、何を意味するかによって購入す
る”と述べた。つまり、消費者は合理的な理由だけではな
く、非合理的な理由も考慮して購入を決めているのであ
る(Friedman, 1986)。
　製品の意味を測定するために、多くのフレームワーク
が提案されている。Ligas(2000) は製品の意味を、製品
の外観や機能にもとづいた合理的価値で、特定の行動を
実現するための能力である機能的意味 (Fournier, 1991)
と、消費者の社会的コンテクストに依存した象徴的意味
(Fournier, 1991)に分類した。Tsai(2005)は、製品の意味
が象徴的価値と感情的価値、トレードオフ的価値を持つ
と定義し、それらを定量的に評価した。さらに、Crilly 等
(2004)は、製品に対する認知的反応は審美的印象や記号
的解釈、象徴的連想からなると定義した。
　製品の外観は消費者との最初の接点になるため、製品
の外観に大きな影響を与える審美的印象は消費者の購
買行動に大きな影響を与える。そのため、多くの研究者
が審美的価値の定量的評価に取り組んだが、未だに決
定的な指標は提案されていない。なぜなら、可視的な魅
力は社会的かつ歴史的、技術的コンテクストに依存する
からである(Crozier, 1994)。Bloch(1995) は製品の外観
の評価は社会的・文化的コンテクストから成る個人の嗜
好や好みに影響されると指摘した。記号的解釈は製品の
ユーザーインターフェイス(UI)に依存しているため、製品
の外観は非常に重要である。消費者は製品の外観から使
い方や機能を解釈することがある(Townsend, Montoya 
and Calantone, 2011)。象徴的連想は、製品、または企
業自身が消費者や社会にどのように認識されているかが
重要となる。例えばそれはブランドであり、消費者がその
企業の製品を持つだけで、社会の中で価値が生まれるこ
とがある。Norman(2004)は製品の外観に対して、本能
レベル、行動レベル、内省レベルの3 段階での認知的反
応を定義し、本能レベルが審美的印象、行動レベルが記
号的解釈、内省レベルが象徴的連想に対応する(Crilly, 
Moultrie, and Clarkson, 2004)。
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　以上の様に、多くの研究者が製品の意味に関するフ
レームワークを提案したが、技術との関係性は未だに明ら
かになっていない。そこで、本論文では製品の意味に影
響を与える審美的印象、記号的解釈、象徴的連想の3 つ
の要素と技術の関係性についてフレームワークを提案す
る。

3.フレームワーク
　審美的印象は製品の外観によって消費者に伝達される
ため、色や材料、形状に依存する。そして、これらの要素
を新しくするためには技術的イノベーションが欠かせない
(Rao and Patel, 2011)。例えば、マシニングセンターの発
展は、製品の複雑な形状を安価で実現し、CAD や CAM
のソフトウェア技術の発展はデザイナーの創造力を高める
ことができる(Stroud and Xirouchakis, 2006)。さらに、
シンプルな外観で審美性が高いと評価されるiPodは、東
芝の革新的な1.8 インチのハードディスクが無ければ実現
できなかった(Owen, 2004)。以上の様に、様々な技術的
イノベーションが審美的印象に影響を与えている。
　記号的解釈は製品の使いやすさに依存するため、人間
工学やUIの技術が不可欠である。Yan等 (2011)は人間
工学に基づいた4つの指標が消費者の認知に影響を与え
ることを提案した。また、iPod が世界の 70% のシェアを
獲得できた理由に、クリックホイールという革新的なUI
技術が使用されたことが挙げられる(Cusumano, 2008)。
さらに、アップルは、iPodや iPhoneに適用した Siriや
iTunesなど消費者とコンピュータの間に革新的な技術を
利用した(Kao and Fahn, 2013)。以上の様に、記号的解
釈を変化させるためには、人間工学やUI、ITに関する技
術的イノベーションが重要であると言える。

　それらに対して、象徴的連想は製品そのものの物
理的性質に依存しないインタンジブルな特 性を持つ
(Hirschman, 1982)。そして、消費者は製品が技術的な変
化が無くても、インタンジブルな特性を変化したと認識す
ることがある。例えば、製品の物理的な性質が競合と同じ
であっても、広告戦略によって異なった印象を与えること
ができる。そのため、本論文では審美的印象は技術的イ
ノベーションによって影響されない指標として定義し、審
美的印象と記号的解釈と技術との関係性について言及す
る。
　ここで、本論文では製品の機能やコストなどの数
字で 表 現できる合 理 的 価 値をスペックと定 義する。
Verganti(2009)は製品の評価軸として、意味 ( 言語 )と機
能 ( 技術 ) の2 次元を提案した。そして、彼は革新的な意
味 ( 言語 )を創造するプロセスをデザインリサーチ (DR)、
革新的な機能 ( 技術 )を創出する活動をテクノロジーリ
サーチ (TR)と定義した。その一方で、Hirschman(1983)
は合理的価値と非合理的価値の2 次元を提案した。そこ
で、本論文では製品の評価軸を合理的なスペックと、非
合理的な意味の2 次元に分類する( 図1)。また、革新的な
スペックを実現するプロセスをTR、革新的な意味を実現
するプロセスをDRとする。そして、図 2のように審美的印
象と記号的解釈の製品の意味に、またコストや機能のス
ペックに技術が影響を与えるというフレームワークを提案
する。

図 2 フレームワーク図1 製品の評価次元
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4. ケーススタディ
4-1. 分析手法
　本論文では、包括的データを集めるためにFPD産業の
ケーススタディを行う。ケーススタディは、定性的情報に関
する詳細な洞察を通して、様々な観察結果の原因と結果の
関係性を明らかにすることが出来る(Yin, 1994; Shibata, 
2012)。FPD産業を選択した理由は、①すでに産業が成
熟していること、②市場の参入者がグローバルに存在する
こと、③日本企業が技術黎明期から参入していることであ
る。図 3 は FPD の普及率を示している(Nagano, Ishida, 
and Ikeda, 2011)。本論文では、特にパナソニックのプラ
ズマディスプレーパネル (PDP)に注目して、どのような技
術が意味の変化に影響を与えたかを検討する。
　このケーススタディでは、半構造化インタビューと2 次
データの収集を行った。インタビューは、パナソニックの
FPD 事業のトップマネジメント2 名に対して、それぞれ 2
時間ずつ行った。2 次データは1998 年から2012 年のデー
タを対象としている。

図 3 FPDの普及率 
(Nagano, Ishida, and Ikeda, 2011)

4-2.TR
　日本では1960 年代から、パナソニックでは1973 年に
PDPの研究が始まった。PDPには AC 駆動方式とDC 駆
動方式があるが、パナソニックでは DC 駆動方式の研究
が行われていた。しかし、1990 年代に入るとAC 駆動方
式の研究を行っていたアメリカのプラズマコ社を買収し、
長野オリンピック後の1998 年にAC 駆動方式のPDPの
発売を開始した。その当時は開発・生産まで研究所で行
われており、完全に技術主導で行われた。そして、2001
年に社内でタスクフォースができ、PDPに携わってきた
技術者だけではなく、他の製品の技術者も開発に参加し
た。そのタスクフォースは主に画質の向上を目的としてい
た。そして、2002 年に始めてチューナーとモニターが一体
化された PDP が発売された。また、この頃に製品企画を
行うチームが始めて組織されたが、技術部門の中にあり、
主な役割は営業部門と技術部門の調整であった。それゆ

えに、NPD の主導権は技術部門が担っており、研究の焦
点は主に画質の向上に当てられていた。2004 年には40イ
ンチ以上のFPD市場は、PDP が支配していたが、徐々に
液晶 (LCD) の大型化が進んできていた。この頃からLCD
との競争が激しくなり、画質の向上とともにコストダウン
が非常に重要な要素となった。2005 年には65インチでフ
ルHD のPDPを発売し、そこから徐々に小さいサイズを
フルHDに対応させていった。しかし、2006 年夏にはグ
ローバルなFPD市場全体におけるLCDの出荷量が PDP
を始めて超え、2008 年にはパイオニアが PDP から撤退
するなど大きく市場環境が変化し始めた。FPD の販売価
格は毎年2、3 割下がり、さらに中国メーカーが自社製品
のシェアを伸ばす等、市場の競争がますます増していた。
パナソニックは新しい工場を稼働させる等、マスプロダク
ションによるコストダウンも積極的に取り組んだ。また製
品開発面では、2007年にLCD から2 年遅れて42 インチ
のフルHD のPDPを発売した。しかし、2009 年頃になる
と、中国や台湾メーカーがワンチップの画像処理エンジン
を生産し始め、高画質なFPD が容易に製造できるように
なった。その結果、パナソニックを始めとする日本企業が
画質で競争優位性を保つことが難しくなり、価格競争が
激しくなった。そこで、パナソニックは世界で始めて3D 機
能を持った PDPを発売したが、それも他社がすぐに追い
つき、その年のアメリカでの3Dテレビの販売量はサムス
ンがトップであり、ここでも技術的な優位性を保つことが
できなかった。

4-3.DR
　DRは革新的な意味を創造することを目的としている
が、PDPはCRTと比較すると、非常に薄く、外観が大き
く違うため、新しい意味が生まれていた可能性がある。実
際に消費者は PDPを含むFPDを「夢の壁掛けテレビ」と
表現するなど、革新的な製品と認識していた。パナソニッ
クで製品のデザインを担当していたパナソニックデザイン
社では、翌年に発売される新しいVIERAシリーズのため
に、消費者への徹底的な調査を行うなどし、1年かけて
インテリアとしてのコンセプトと革新的な外観を作り上げ
た。このコンセプトを実現するために大きな技術的課題が
あった。それはスピーカーの容量であった。PDPは非常
に薄いため、CRTと同様のスピーカーを配置することが
できなかった。そこで、「キャンディスピーカー」という新し
い技術を採用することで、革新的な外観を実現した。し
かし、VIERAシリーズ発売以降はしばらく外観が大きく
変化することはなかった。
　グローバルなFPD市場では、2005 年からサムスンが
徐々にシェアを伸ばしていた。サムスンは国際的なデザイ
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ンコンペであるIDEAで金賞を獲得する等、デザイン力
とコスト競争力でシェアを伸ばした。2006 年にはパネル
を薄くするために重要な電源の薄型化や、筐体技術は非
常に優れており、特にこの年に発売したボルドーTVは、
インテリアとしての審美性が重視され、世界的な大ヒット
となった。当時のテレビは画面の両サイド、もしくは下の
ユーザーから見える場所にスピーカーを配置することが
主流であったが、ボルドーTVはユーザーから見えない位
置に配置されるなど、外観に大きな特徴を持っていた。
　この頃から各メーカーが審美性を高めるために、薄型
化と狭額縁化を進めるため、電源の省電力化等に関する
技術開発を行うようになってきた。また、その後徐々にソ
フト面での開発、特にインターネットとの融合が行われる
ようになった。これにより単にテレビ番組を見るための装
置から、インターネットに接続された装置としての役割を
持つことになった。その結果、「スマートテレビ」という概
念が生まれ、各メーカーともテレビだけでなく、インター
ネットの機能も持ったテレビの操作性を高めるために、UI
の重要性が高くなっていった。

4-4. ディスカッション
　本章ではまずどのような技術が意味の改善に貢献した
かを議論する。スペックの改善においては、画質の向上と
コストダウンに主な技術開発の焦点が当てられた。それ
に対して、意味を変化させるために、インテリアとしてのテ
レビを実現するための審美性向上と、インターネットに接
続された機器としてのUI 向上が技術的課題であった。審
美成功上においては、小型化・狭額縁化が重要であり、
そのためにスピーカーの技術開発が大きな役割を担って
いた。また、薄型化に伴って電源自体も薄型化が進めら
れており、狭額縁化を実現するためには、筐体の技術開
発も求められていた。さらに、UIでは機能の増加により、
直感的な操作性が求められるようになり、GUIやリモコン
の操作性向上が必須であった。以上から、PDPのインテ
リアとしての意味やインターネットに接続された機器として
の意味を実現するために、技術開発が必須であったこと
は明らかであろう。
　パナソニックが TRとDRのために技術開発をしていた
とすれば、更なる疑問が生じる。それは、パナソニックが
一連の開発の中でどちらの技術開発に焦点を当てていた
かということでえある。そこで、ここではパナソニックにお
いて、TRとDRがどのように推移したかを検討するととも
に、いくつかの仮説を提案する。
　パナソニックが始めて PDPを発売した時には、研究所
が NPDを主導していたことから、画質向上を主としたTR
に焦点を当てていたことが分かる。VIERAシリーズを販

売開始する時点では、パナソニックデザイン社が消費者
調査をする等、テレビに関する社会文化的な分析を行い、
従来のテレビ番組を見るためのテレビではなく、インテリ
アとしてのテレビというコンセプトを創出し、テレビが持つ
製品の意味を変化させようとしていたため、DRを行って
いたと推測できる。当時はまだ FPD の普及率は 5%にも
達していなかったため、消費者にとって FPDは新しい意
味を持った革新的な製品と認識されていたと推測できる。
実際に「夢の壁掛けテレビ」と表現されるなど、同じテレビ
番組を見るための装置であったが、従来の CRTとは違っ
た認識があったと考えられる。それらのリサーチ結果が、
その後のFPDの普及率の向上に貢献したと推測できるた
め、次のような仮説が考えられる。

H1. TRとDRの増加は、企業のパフォーマンスにポジ
ティブな影響を与える。

　しかしながら、初期のPDPは価格が高く、まだ画質自
体にも問題があったため、その後の研究は TRに焦点が
当てられた。VIERAシリーズの販売以降は製品の外観に
大きな変化は無く、DRよりTR が優先されていたと推測
できる。LCD が PDPの出荷量を超えたあたりから、FPD
市場でのサイズでの住み分けができなくなったため、画質
やコスト面での競争となっていった。そのため、NPDの主
導権は技術部門が持っており、TRの重要性が認識され
ていた。しかしながら、FPD の普及率が高まり、中国や
台湾メーカーのワンチップの画像エンジンが市場に現れ
ると、もはや日本企業が画質やコストで競争優位性を保
つことが難しくなっていった。それ故に、次の仮説が考え
られる。

H2. 普及率の上昇は TRへの取り組みを減少
させる。

　また、サムスンのFPD のシェア向上に伴って、その審
美性の高さから、インテリアとしての薄型テレビの意味の
強化や、またインターネットとの融合など新たな意味が創
出された。テレビの薄型化や狭額縁化は、サムスンのコス
ト競争力とともに、競争優位性の一つとなった。さらにス
マートテレビはその機能の複雑性から、高いユーザビリ
ティが求められた。それ故に、パナソニックでは、画質の
向上などのTRの重要性とともに、テレビの薄型化や狭額
縁化など審美性を高めるための技術開発や、UIを
高めるための技術開発の重要性を認識せざるを得なかっ
た。そのため、次のような仮説が導かれる。
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質向上 (コントラスト、階調性 )とコストダウン( 小型・軽量
化、工程削減 )、DRとして審美性 (スピーカー、電磁シー
ルド )とUI( 電子番組表、リモコン)に関する特許を調査
した。また、パフォーマンスとして、パナソニックのPDPの
売上げ、シェア、 販売モデル数、及びサムスンのシェアを
調査した。

5-2. 技術と普及率、市場シェア間の相関分析
　本分析ではパナソニックにおけるTRとDRの移行を
明らかにするために、特許と普及率、またサムスンの市場
シェア間の相関分析を行う。図 4 にはそれぞれの時系列
データを示す。普及率は 2005 年に10%を超え、そこから
急激に上昇しており、2010 年には約 70%にまで達してい
る。また、グローバルな市場シェアでは、パナソニックが当
初サムスンより勝っているが、2003 年から2005 年までは
サムスンが上回ったが、再び 2006 年からはパナソニック
が上回っている。
特許データはパナソニックのデータであり、TRとDRの特
許をそれぞれ合計した結果である。TRは、上下はあるも
のの、50 件程度で推移しているが、DRは全体的に右肩
上がりに推移している。
　表 2にはそれぞれのデータ間での相関係数を示す。普
及率とTR 間は -0.34(p<0.05)と負の関係にあるため、仮
説のH2は支持され、普及率が上昇するに従ってスペック
での他社との差別化が難しくなり、技術的向上の余地が
少なくなっていると推測できる。また、パナソニックのDR
の特許の増加が右肩上がりであることに対して、サムスン
のシェアとの相関係数が 0.75(p<0.05)と正の相関である
ため、H3は支持され、サムスンのシェア向上に伴って、パ
ナソニックもDRに関する技術開発を増加させたと推測で
きる。しかし、TRとDR 間の相関係数は 0.095と明確な
相関関係は確認できない。そのため、両リサーチがどのよ
うに移行しているかを明確にできない。そこで、次章では
PLS 分析を用いて、両リサーチの関係性を明らかにする。

H3. DRを重視する企業 (サムスン) のシェアの拡大は、
他社のDRへの取り組みを増加させる。

H4. DRの増加は TRへの取り組みを減少させる。

　以上の仮説を検討するため、次章では定量分析を行う。

5. 定量分析
5-1. 分析手法
　ケーススタディでは、TRとDRに関するいくつかの仮説
が導かれた。そこで、本論文ではその議論を深めるため
に、パナソニックの特許分析を行い、TRとDR がどのよう
に移行したかを定量的に分析する。本分析のために、特
許解析を用いる理由として次のようなことが挙げられる。
特許は長期に継続されており、特定のフォーマットを使用
し、システマティックに運用されているため、回顧的なバ
イアスがかかりにくい。また、特許は該当製品が発表され
る前に出願されるので、市場的に成功したかどうかという
バイアスもかかりにくい (Dahlin and Behrens, 2005)。
　本分析では、2001年から2010 年までに出願された特
許 ( 四半期毎で集計 )を分析対象とする。特許出願日と企
業のパフォーマンスの間には時間差があるが、本論文で
は包括的な理論の検討を目的としているため、また特許
データの特徴からこれ以上に本分析に適したデータは無
いと考えるため、その時間差は考慮しない。
　特許の調査対象となった技術はケーススタディの結果
から選定した。それらの技術を表 1に示す。TRとして画

図 4 時系列データ

① ② ③ ④ ⑤
①シェア( パナソニック) 1
②シェア(サムスン) 0.75** 1
③普及率 0.92** 0.74** 1
④ TRの特許 -0.216 -0.022 -0.34* 1
⑤ DRの特許 0.86** 0.75** 0.74** 0.095 1

表 2 相関係数

研究 目的 特許分類

TR
高画質 コントラスト

階調性

コスト削減 小型・軽量化
工程削減

DR
小型・狭額縁化 スピーカー

電磁シールド

UI リモコン
電子番組表

表 1 特許分類
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5-3.PLS 分析
　本分析では、TRとDRの関係性を明らかにするた
めPLS(Partial Least Squares) 分析を用いる。PLS は
LISRELやAMOSと同様に共分散構造分析を行う手法
である(Kang, Lee, Park and Shin, 2012)。また、PLS
はリサーチモデルの評価にCR(Composite Reliability)
やパス係数、t 値、R2を利用する。R2 は線形回帰分析で
用いられる指標と同義であり、t 値は PLSが出力するp 値
から計算される値で、仮説が支持されるかどうかを評価
する指標である(Bollen, 1989)。
　PLS 分析の結果を表 3に示す。コストダウンを除くと、
クロンバックスのαは 0.74 以上、CRは 0.78 以上、AVE が
0.75 以上であり、信頼性が十分に高い (Kang, Lee, Park 
and Shin, 2012)。コストダウンはクロンバックスのαが
0.54と多少低く、内的整合性が確保できているとは言え
ない。その原因として、コストダウンとして選択した小型・
軽量化と工程削減は特許の出願時期が異なることが考え
られる。アバナシー・アッターバックモデル (Abernathy 
and Utterback, 1978)で考えると、小型・軽量化に関す
る技術は製品そのものの改善であるためにプロダクトイ
ノベーションに該当するのに対して、工程削減に関する技
術は製品自体ではなく、生産工程に焦点が当てられるた
め、プロセスイノベーションに該当することが考えられる。
そのため、本分析ではコストダウンの特許データは参考と
し、TRは画質向上の特許を中心に分析する。
　図 5 には構造モデル分析の結果を示す。スペックの
R2 は 23%、パフォーマンスは 97%である。薄型化・狭
額縁化、UI から画質向上のパス係数はそれぞれ 0.20、
0.38(p<0.01)であり、DR が TRに正の影響を与えている
ことがわかるため、H4は支持されない。しかし、パフォー
マンスに対しては、画質向上と薄型化・狭額縁化、UI が
それぞれ 0.36(p<0.01)、0.53(p<0.01)、0.51(p<0.01)であ
るため、TR、DRともにパフォーマンスに正の影響を与え
ることがわかる。よって、H1は支持された。

 

*p<0.01 
図 5 パス分析結果

5-4. ディスカッション
　ケーススタディでは、パナソニックが TR からDRへ移
行している可能性を見いだした。さらに、相関分析の結
果、普及率が上昇するに連れて、TR が増加しないことが
確認された。しかしながら、時系列データより右肩上がり
で増加しているDRは、TRに対して正の影響を与えてお
り、DR から単純にTRに移行しているとは言えないこと
がわかった。実際にパナソニックテレビ事業のトップマネ
ジメントへのインタビューで、「トップマネジメントとして
デザインの重要性は理解しており、デザインに力を入れる
が、我々のエンジニアは画質の美しさをあきらめることは
無い」と述べていた。従来から多くの日本企業は技術のイ
ノベーションでスペックを改善することによって、グローバ
ルな市場でシェアを伸ばし、さらにそのイノベーションの
速度を加速させてきた(Song and Parry, 1997)。それは
パナソニックも同様である。そのため、パナソニックでは
DRに単に移行したわけではなく、TRとDRをコンカレン
トに行い、それによって競争優位性を維持したと推測で
きる。コスト削減は内的整合性が決して高くはなかった
が、構造モデル分析でパフォーマンスに対して負の結果と
なっており、今回選択したコストダウンに関する技術がパ
フォーマンスに対して貢献しない可能性があることが示唆
された。ケーススタディでは、パナソニックが価格下落に
対して新たな工場を稼働させ、生産量増加によってコスト

表 3 分析結果
潜在変数 項目 Factor loading t 値 クロンバックのα CR AVE

パフォーマンス
売上げ 0.99 2030.18* 0.98 0.98 0.95
シェア 0.97 850.94*
モデル数 0.97 561.01*

高画質 コントラスト 0.96 295.55* 0.91 0.96 0.92
階調性 0.96 229.05*

コストダウン 小型・軽量化 0.61 11.51* 0.54 0.78 0.65
工程削減 0.96 84.22*

薄型・狭額縁化 スピーカー 0.88 62.04* 0.78 0.90 0.82
電磁シールド 0.93 203.61*

UI　 リモコン 0.98 167.60* 0.74 0.86 0.75
電子番組表 0.74 26.01*

*p<0.01
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ダウンを行っていたことがわかっている。そのため、個別
の技術開発よりもマスプロダクションがコストダウンに大
きな影響を与えていた可能性が考えられる。

6.まとめ
　本論文は過去の製品の意味に関する研究から、意味を
形成する審美的印象、記号的解釈、象徴的連想を導き、
それぞれの技術との関係を明らかにすることで、TRと
DRに関する包括的なフレームワークを提案した。そして、
そのフレームワークに基づいて、パナソニックのPDPを中
心としてケーススタディと特許データを用いた定量分析を
行った。ケーススタディでは、審美的印象を改善するため
に薄型化・狭額縁化などの技術が貢献し、記号的解釈の
改善のためにUIの技術が貢献していることが分かった。
また、FPDの普及率が上昇し、中国・台湾メーカーなどが
市場参入する様になって、パナソニックでは画質に関する
技術的な競争優位性が維持できなくなったことも明らか
になった。そして、サムスンが審美性の高いFPDを投入
するようになってからは、パナソニックでも審美性の改善
が重要視されており、技術開発の焦点が TR からDRへ
移行している可能性が示唆された。しかし、特許データを
用いた定量分析の結果、パナソニックは DRに加え、TR
も継続的に行っていたことが明らかになり、両リサーチを
コンカレントに行うことで、競争優位性を保つことができ
た可能性が示唆された。
　従来の製品の意味に関する研究には 2 つの主要な問題
が残されていた。一つは製品の意味を変化させるために、
技術がどのように貢献できるかが明らかになっていないこ
とである。そこで、本論文では過去の意味の研究を分析
し、審美的印象と記号的解釈、象徴的連想が意味の改善
にとって重要であることを示し、特に審美的印象と記号的
解釈に対してどのような技術が影響を与えられるかを検討
し、技術と意味に関する包括的なフレームワークを提案し
た。学術的なインプリケーションとして、本研究がテクノロ
ジーマネジメントの分野で製品の意味を議論するきっかけ
となることが考えられる。製品の意味に関する研究は、主
にマーケティング分野やデザインマネジメント分野で行わ
れてきたが、イノベーションを検討する上でテクノロジーマ
ネジメント分野の研究者が製品の意味に焦点を当てるこ
とが非常に重要になると考える。しかし、本論文はケース
スタディでも、定量分析でも1社のみの調査でとどまって
いるため、提案したフレームワークを一般化することがで
きないという限界を持っている。そのために、将来の研究
としてより多くの業種、企業を調査し、フレームワークが
一般化できるかどうかを検討する必要がある。
　また、製品の意味に関する研究の二つ目の問題は、製

品の意味を定量的に分析するアプローチをとった研究が
多くないことである。特に製造者側からの観点で分析し
た研究はほとんどない。製品の意味は消費者と製品の相
互作用から発生するものであり、製造者側が独立して測
定することは難しい。しかし、製品開発時には消費者との
相互作用を観察することはできないので、あらかじめ製
品の意味に関して何らかの定量的指標が必要となる。そ
こで、本論文では特許データを用いて意味の改善につな
がる技術の分析を行った。その結果、TRとDRの特許と
企業のパフォーマンスの関係性を明らかにすることができ
た。実務的なインプリケーションとして、企業が両リサー
チへの投資を戦略的に決定するときの指標として特許分
析が用いることができる可能性を示したことが挙げられ
る。しかし、ケーススタディと同様に、調査範囲が限られ
ており、一般化するために十分ではないことが本論文の
限界として考えられる。また、FPD産業に絞っても、調査
した技術の選択にも調査範囲を広げる余地があり、更な
る研究が必要となる。
　本論文の全体的な限界として、製品の意味の変化を消
費者からの視点で測定できていないことが挙げられる。
上述した様に製品の意味は、製品と消費者の相互作用か
ら発生する物であり、本来であれば消費者の製品に対す
る解釈を調査しなければ、その変化を測定できない。そ
こで今後の研究では、本論文のフレームワークに基づい
た分析と、消費者に対する意味の変化の測定を統合した
研究を進める必要がある。
　本論文が対象とした製品の意味、またはデザインと技
術の包括的な関係性の研究は始まったばかりであり、本
研究のみでその答えを見つけることは難しい。本論文はそ
の議論が深まるきっかけとなり、今後多くの研究者によっ
て、デザインと技術に関する研究が深められることを期待
する。
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